
頁

１．事業の位置付け

市民部　協働推進課

1-'030106-'040000 ○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

単位

単位

単位

1

事務事業名 市民活動協働推進事業

事業担当

予算科目 事業種類

事業評価シート　（平成26年度分）

行政改革の
位置付け

'12 協働のまちづくりと市民主体の新たな自治のしくみをはぐくむために

'01 協働のまちづくりと市民主体の新たな自治のしくみをはぐくむために

'02 2 市民主体の公共サービスの展開

根拠法令等 平塚市市民活動推進条例、平塚市自治基本条例

対象・受益者 市民、市民活動団体 事業期間

単位 件

説明・算定式 市民活動団体及び行政からの提案件数

平成24年度

委託、協働

目的・目標 事業の概要
市民と市の連携・協力が進み、市民の視点にたった公共
サービスが展開されています。

社会的課題や地域課題の解決に向け､専門的なノウハウやス
キルをもつ市民活動団体と行政が連携･協力して行う提案型
の協働事業を実施します。

平成25年度 平成26年度 平成27年度

目標 15 15 9 9

実績 13 12 5

活動指標②

指標名

目標

活動指標①

指標名 提案件数

実績

説明・算定式

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

成果指標①

指標名 制度に基づく協働事業の実施件数 件

説明・算定式 市民活動団体と行政が協働で実施した事業数

平成24年度 平成25年度 平成26年度

実績 11 7 6

平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成27年度

目標 11 11 7 7

進捗状況

③：遅れている

遅れている理由 新規提案がなかったため

平成26年度の主な取組と成果
平成２６年度実施事業として「感覚統合療法普及事業」など６事業を実施しました。件数は前年度より減少したものの、各事業
が市民目線で運営され、新たな事業展開も図られるなど市民サービスの向上につながりました。また、平成２７年度実施事業
の提案募集では新規提案が無かったため、提案数増加に向けた方策として職員・市民それぞれに研修会等を開催し意識啓
発を行った結果、平成２８年度提案に関する問い合わせが増えるなど一定の成果が見られました。

実績

成果指標②

指標名

目標

説明・算定式

平成24年度

平成26年度
Ｂ：おおむね成果があがった

の検証結果



頁

□ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
□ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
■ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
■ その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）

2

今後に向けた課題の分析

有効性

行政と市民活動団体がお互いの得意分野を活かして協
力・連携することで、より効果的な事業が期待できます。 ●

○

妥当性

行政、市民活動団体それぞれが単独では解決できない社
会的課題や市民ニーズに対応するための手法であり、事
業の選定にあたっては審査会で選考するため妥当性は高
いと考えます。

●
○
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

必要性

自治基本条例の協働の原則を具現化するため、市が関与
し、行政と市民活動団体による協働事業を推進していくこと
は必要と考えます。

●
○

効率性

市民活動団体の持つ創造性や先駆性、柔軟性、機動性な
どの特性を活かし、より効果的な公共サービスを提供して
いくものです。

●
○
○

協働によるまちづくりを推進していくためには、行政職員及び市民活動団体に協働事業の意義やメリットを理解してもらい、積
極的な事業提案を促す取り組みが必要となります。

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

決算額 決算額 決算額 予算額

0
県支出金 0 0 0 0

事業内容

課題提示、企画提案募
集、審査決定、事業協
議、協定締結、事業実施

課題提示、企画提案募
集、審査決定、事業協
議、協定締結、事業実施

課題提示、企画提案募
集、審査決定、事業協
議、協定締結、事業実施

課題提示、企画提案募
集、審査決定、事業協
議、協定締結、事業実施

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0 0
その他　特財 0 0 0 0

課長コメント
市民と行政が対等な立場で連携・協力する協働事業は、多様化する地域課題を解決するうえで非常に重要です。市民、職員
への意識啓発を図りながら積極的な事業提案につながる取り組みを進めていきたいと考えています。

執行率　(%) 78.04 83.81 77.01

平成28年度の取組方針
行政職員、市民活動団体それぞれに対して研修会等を実施することで協働事業に対する理解を深めてもらい、提案数の増加に
努めます。
また、職員向け協働情報紙「こら～ぼ」や「センターだより」などで協働事業の周知に努めます。

一般財源 302 295 268 317
事業費　(A) 302 295 268 317



頁

１．事業の位置付け

企画政策部　企画政策課

0-'xxxxxx-'xx0000 ○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

単位

単位

単位

1

事務事業名 アウトソーシング導入推進事業

事業担当

予算科目 事業種類

事業評価シート　（平成26年度分）

行政改革の
位置付け

'12 協働のまちづくりと市民主体の新たな自治のしくみをはぐくむために

'01 協働のまちづくりと市民主体の新たな自治のしくみをはぐくむために

'02 2 市民主体の公共サービスの展開

根拠法令等

対象・受益者 事業期間

単位 事業

説明・算定式
他市におけるアウトソーシングの導入事例の調査や情報提供等を行い、事業主管課と外部委託化に向けて
検討を行います。

平成24年度

委託、協働

目的・目標 事業の概要
事務の効率化と経費節減の視点を踏まえ、民間活力を活か
した市民サービスが提供されています。

各課の業務について、業務委託や指定管理者制度等による
アウトソーシングの検討及び導入に取り組みます。また、
導入による効果及び事業規模の大きいものは、個別に協働
経営プラン実施計画事業に位置付け、進捗管理を行いま
す。

平成25年度 平成26年度 平成27年度

目標 2 2 1 1

実績 4 6 1

活動指標②

指標名

目標

活動指標①

指標名 委託事業の検討

実績

説明・算定式

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

成果指標①

指標名 検討を進め一定の結論を得た事業数 事業

説明・算定式
①アウトソーシング導入。②更なる検討を要するものとして協働経営プランの個別事業に位置付けるもの。
③アウトソーシングになじまないものなどの結論が考えられます。

平成24年度 平成25年度 平成26年度

実績 0

平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成27年度

目標 1 1

進捗状況

①：予定どおり

遅れている理由

平成26年度の主な取組と成果
　民間委託の導入に向けて、庁内各課からヒアリングを実施するとともに、先進他市の情報収集を行い、民間活力を活かした
市民サービスの向上と経費削減の研究を進めました。また、公立保育所運営事業について、子ども子育て支援新制度の内
容等を踏まえ、課題の整理を行いました。

実績

成果指標②

指標名

目標

説明・算定式

平成24年度

平成26年度
Ｃ：十分に成果をあげることができなかった

の検証結果



頁

□ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
■ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
■ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）

2

財政健全化取組
（千円）

内　　容 平成２６年度見込額 平成２６年度効果額
　民間委託の導入に向けて、情報収集や研究を進めま
したが、導入には至らなかったため、効果額は得られま
せんでした。

未定 0

今後に向けた課題の分析

有効性

　行政が抱える課題として、市民サービスの向上のほか
に、職員の適正配置、時間外勤務の削減等のためにアウ
トソーシングの導入が考えられ、他市での事例も多く、有効
性が認められます。

●
○

妥当性

　現行、直営となっている業務について、実施主体が行政
か民間であるべきかを精査の上、民間でできることは、で
きる限りアウトソーシングするべきです。

●
○
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

必要性

　財政状況の厳しい中、コスト削減につなげるとともに、民
間の活力やノウハウを活かして市民サービスの向上を図
ることのできるアウトソーシングの導入が求められていま
す。

●
○

効率性

　導入により業務の効率性や費用対効果の向上を見込ん
でいますが、導入にあたり、対象業務の整理やマニュアル
化、導入の効果の検証作業が必要です。日常業務のほか
に導入のための時間と労力を要します。

●
○
○

事業所管課において、日常業務を遂行しながら民間委託の検討を行うことには限界があるため、企画政策課の関わり方を検
討する必要があります。

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

決算額 決算額 決算額 予算額

0
県支出金 0 0 0 0

事業内容

委託事業について調査
研究、委託手法の調査研
究

外部委託化に向けての
事業の検討

外部委託化に向けての
事業の検討

外部委託化に向けての
事業の検討

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0 0
その他　特財 0 0 0 0

課長コメント
　効果的にアウトソーシングを進めるために、積極的に所管課に働きかけてまいります。

執行率　(%) － － －

平成28年度の取組方針
　庁内業務のアウトソーシングの導入可能性や、現在導入を進めている業務の進捗度を把握しながら、業務主管課と導入に向
けた協議を進めます。また、他市のアウトソーシング導入事例を研究し、関係部署への提案を行います。検討の推進に当たって
は、企画政策課がより積極的に関与していきます。

一般財源 0 0 0 0
事業費　(A) 0 0 0 0


